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（１）Ｂ型肝炎ワクチンについて
Ｂ型肝炎ワクチンの定期接種化に向けた技術的な課題とされていた事項について、須磨崎参考人

（筑波大学付属病院副院長）から研究結果概要の報告が行われた。その後、仮に国民に対して広く
接種機会を提供する場合の対応案について審議が行われ、了承された。
○対応案
・予防接種対象年齢は出生後から生後１２月までとする。
・標準的には、生後２ヶ月からのＢ型肝炎ワクチン接種を実施する。（生後２カ月、３カ月、７
－８カ月での３回接種。感染のリスクが高い場合には出生直後の予防も考慮する。）

・使用するワクチン製剤は遺伝子型Ａ型、Ｃ型どちらのウイルス由来の製剤も選択可能とする。

（２）日本脳炎ワクチンの特例措置対象者について
日本脳炎ワクチンは、平成１７年度から平成２１年度の間、積極的勧奨を差し控えていたため、

当時接種対象年齢であったが、接種を行っていない方が多くいることから、そうした方の接種機会
を確保するため、毎年度追加で積極的勧奨を行っており、平成27年度は平成９年度生まれの方を特
例措置対象者とすることについて審議が行われ、了承された。

（３）報告事項
・副反応報告の取扱いについて

改正薬事法が平成25年11月27日公布、平成26年11月25日施行されたことに伴い、副反応報告書
の報告先を厚生労働省からＰＭＤＡに変更したことが報告された。

・３種混合ワクチン（ＤＰＴ）について
全ての販売会社における３種混合ワクチンの販売が終了したことが報告された。

・平成26年度麻しん・風しんワクチン接種率（中間評価）について
平成26年4月1日から平成26年9月30日までの都道府県別の麻しん・風しんワクチンの接種率（中

間評価）が報告された。
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